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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属容器に含まれた付与された液体金属（４）の表面上のスラグ（３）の厚さを自動的
に測定するための装置（ １０ ）において、
　該装置（１０）は、
　導電性材料から形成され、かつスラグの温度での熱の影響下で消失され得るワイヤ（１
３）であって、前記ワイヤ（１３）は、前記スラグ（３）中に浸漬されることを目的とし
た自由端（１４）を有し、かつ前記ワイヤが自由回転状態に取り付けられたリール（２２
）上に少なくとも部分的に巻き付けられたワイヤ（１３）と、
　予め定められた軌道に従ってワイヤの自由端（１４）が前記スラグ（３）中に垂直に浸
漬するように、ワイヤ（１３）を変位させることができる、前記リール（２２）からのワ
イヤ（１３）の送り手段と、
　ワイヤが前記送り手段の作用の下で変位した際、予め定められた２つの事象間のある時
間間隔中にワイヤ（１３）の前記自由端（１４）の移動距離を測定することができる測定
手段と、
　前記送り手段を制御する手段であって、自由端（１４）と液体金属（４）表面の間の接
触を検出できる検出手段を有する制御手段とを有することを特徴とする装置（１０）。
【請求項２】
　前記測定手段は光符号器（１９）を有することを特徴とする請求項１に記載の装置（１
０）。
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【請求項３】
　装置（１０）は、前記ワイヤ（３）に電気的に結合したハウジング（１１）であって第
１電位（Ｖ１）にさらされるハウジング（１１）と、及び前記金属容器上に前記ハウジン
グ（１１）を載置し得る支持手段であって前記ハウジング（１１）から電気絶縁されて前
記第１電位（Ｖ１）とは異なる第２電位（Ｖ２）にさらされる支持手段とを有し、前記支
持手段が金属容器と接触した状態で前記ハウジング（１１）とワイヤ（１３）と支持手段
は、自由端（１４）が液体金属（４）から距離をおいて位置するような開き作動状態と、
自由端（１４）が液体金属（４）と接触するような閉じ作動状態とを示す電気回路を形成
し、さらに前記検出手段はハウジング（１１）とワイヤ（１３）と支持手段とによって形
成される前記電気回路を有することを特徴とする請求項１又は２に記載の装置。
【請求項４】
　前記送り手段は、歯車モータ（１６）であってその出力軸が歯車モータ（１６）によっ
て回転駆動される送りローラ（１５）に連結されるような歯車モータ（１６）と、ワイヤ
（１３）が変位する際にワイヤを前記送りローラ（１５）と接触した状態に保持可能な、
ワイヤ（１３）のガイド手段とを有することを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に
記載の装置（１０）。
【請求項５】
　前記ガイド手段は、自由に回転できかつ前記送りローラ（ １５ ）と同心円の円弧状に
配置される複数のローラ（１７）を有することを特徴とする請求項４に記載の装置（１０
）。
【請求項６】
　装置（１０）はワイヤ（１３）を格納するための格納手段を有することを特徴とする請
求項１～５のいずれか一項に記載の装置（１０）。
【請求項７】
　前記格納手段は、前記ワイヤ（１３）の少なくとも一部を巻き取るリール（２２）と、
該リール（２２）に対してワイヤ（１３）を押圧する押圧手段とを有することを特徴とす
る請求項６に記載の装置（１０）。
【請求項８】
　前記押圧手段は、リターン手段とスキッド（２４）を設けた旋回アーム（２３）を有し
、前記スキッド（２４）は前記リターン手段の影響下でリール（２２）に巻き取られたワ
イヤ（１３）と接触する目的を有することを特徴とする請求項７に記載の装置（１０）。
【請求項９】
　装置（１０）は、前記格納手段と前記送り手段との間に位置するワイヤの軌道の地点に
おいてワイヤ（１３）の有無を検出するための手段を有することを特徴とする請求項６～
８のいずれか一項に記載の装置（１０）。
【請求項１０】
　装置（１０）は、ワイヤ（１３）が通過するのを目的とした出口（１８ｂ）を設けたガ
イドアーム（１８）を有し、該ガイドアーム（１８）は、ワイヤを液体金属に垂直方向に
浸漬させるため、液体金属（４）の直上へとワイヤ（１３）を導くことを可能にすること
を特徴とする請求項１～９のいずれか一項に記載の装置（１０）。
【請求項１１】
　前記ワイヤ（１３）の溶融温度は８５０℃と１２００℃の間であることを特徴とする請
求項１～１０のいずれか一項に記載の装置（１０）。
【請求項１２】
　前記送り手段を制御する手段は、ワイヤの軌道の所定の地点で前記自由端（１４）の通
過とワイヤ（１３）の有無を検出することができる追加の検出手段を有することを特徴と
する請求項１～１１のいずれか一項に記載の装置（１０）。
【請求項１３】
　前記追加の検出手段は、励振コイル（２０）と、該励振コイル（２０）に電磁気的に結
合した２つの受信コイルとを有し、前記励振コイル（２０）と２つの受信コイル（２１）
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はワイヤ（１３）を通すように形成され、前記受信コイル（２１）に誘起された電圧を測
定することにより前記自由端（１４）の通過を検知でき、励振コイル（２０）のインピー
ダンスを測定することによりワイヤ（１３）の有無を検出することができることを特徴と
する請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記追加の検出手段は前記ガイドアーム（１８）の内側に配置され、前記測定手段は前
記追加の検出手段の上流側に位置することを特徴とする請求項１２又は１３に記載の装置
。
【請求項１５】
　液体金属（４）を受容することができる鋳造空間（７）を画成する側壁（６）を備えた
、金属容器であるインゴットモールド（２）を有する鋳造機械であって、該鋳造機械（１
）は又、請求項１～１４のいずれか一項に記載の装置（１０）を有することを特徴とする
鋳造機械（１）。
【請求項１６】
　金属容器（２）内に含まれる液体金属（４）の表面上のスラグ（３）の厚さを測定する
方法において、
　ワイヤの自由端（１４）が前記スラグ（３）の中に垂直方向に浸漬するように、所定の
軌道に従ってワイヤ（１３）を送るステップと、
　ワイヤ軌道の所定地点において前記ワイヤ（１３）の自由端（１４）の通過を検知して
、ワイヤ（１３）の自由端（１４）による移動距離を測定可能な測定手段を始動させるス
テップと、
　ワイヤ（１３）の自由端（１４）と前記液体金属（４）の表面との間の接触を検知して
、ワイヤ（１３）を送る手段を停止させるステップと、
　前記スラグ（３）に浸漬されたワイヤ（１３）の部分が消失するほど十分な所定時間の
間、ワイヤ（１３）を不動の状態にするステップと、
　同じ所定軌道に沿って反対方向にワイヤ（１３）を送るステップと、
　ワイヤ軌道の同じ所定地点においてワイヤ（１３）の自由端（１４）の通過を検知して
、ワイヤ（１３）の自由端（１４）の移動距離を読むステップとを有することを特徴とす
る方法。
【請求項１７】
　金属容器（２）内に含まれる液体金属（４）の表面上のスラグ（３）の厚さを測定する
方法において、
　ワイヤの自由端（１４）が前記スラグ（３）の中に垂直方向に浸漬するように、所定の
軌道に従ってワイヤ（１３）を送るステップと、
　ワイヤ（１３）の自由端（１４）と前記液体金属（４）の表面との間の接触を検知して
、ワイヤ（１３）を送る手段を停止させると共にワイヤ（１３）の自由端（１４）による
移動距離を測定可能な測定手段を始動させるステップと、
　前記スラグ（３）に浸漬されたワイヤ（１３）の部分が消失できるほど十分な所定時間
の間、ワイヤ（１３）を不動の状態にするステップと、
　ワイヤの新しい自由端（１４）が前記スラグ（３）の中に垂直方向に浸漬するように、
所定の軌道に従ってワイヤ（１３）を送るステップと、
　ワイヤ（１３）の前記新しい自由端（１４）の液体金属（４）の表面との間の接触を検
知して、ワイヤ（１３）を送る手段を停止させると共にワイヤ（１３）の自由端（１４）
の移動距離を読むステップとを有することを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、特に、連続鋳造型のインゴットモールドのような金属容器内に含ま
れる液体金属表面上にあるスラグの厚さを測定するための装置に関する。
【０００２】
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　本明細書においては、本発明の設計がそれ自体未溶融の粉末層が上に乗るスラグ層が被
さる溶融金属を含むその他の金属容器で実現できるような本発明の構成に対して如何なる
制限を課すことなく、インゴットモールドに含まれる金属表面に形成されたスラグの厚さ
測定を引用しながら本発明を以下、説明する。しかしながら、インゴットモールド内、ス
ラグ面を測定することは、本発明の好ましい適用例を構成していることに留意されたい。
【背景技術】
【０００３】
　インゴットモールド鋳造の場合、液体金属を連続して鋳造する従来のオペレーションは
概して、インゴットモールドの、底のない垂直管状の鋳型空間内に連続して溶融金属を注
湯することからなる。なお、この空間は金属壁によって画成され、同壁は鋳造空間の外側
で水を循環することで冷却される。鋳造空間を流れる液体金属は、インゴットモールドか
ら連続して引き出される前に、少なくともインゴットモールドの壁と接触する表面上で固
化して、皮を形成する。インゴットモールドから引き出された生産品はその後、水を噴霧
することによってコア冷却され、次いで所望の長さに切断されることになる。
【０００４】
　従来より被覆粉末が溶融金属浴の表面に添加される。これは金属と接触することで溶融
し２つの層、即ち、液体金属と接触し“スラグ”と呼ばれる３～１５ｍｍの溶融粉末の層
と、溶融しない粉末層とを形成する。鋳造粉末の目的は主として、液体金属浴の熱的絶縁
、酸化防止、そしてインゴットモールドの表面をインゴットモールドの壁に沿って流れる
溶融粉末の膜（スラグ）で円滑にすることにある。第二に、非溶融粉末の層はスラグ層を
熱的に絶縁し、結果としてスラグの熱均一性に非常に好ましい影響を与えることに留意さ
れたい。
【０００５】
　その粉末の正確な組成は鋳造パラメータによって決まる。この組成は、スラグの溶融と
粉末消費量との間のバランスに作用する重要なパラメータである。このバランスを制御す
ることはスラグ厚を測定することを含んでいる。
【０００６】
　伝統的に、スラグの厚さは２本の金属ロッドを用いて手動で測定される。インゴットモ
ールドに含まれる液体金属が鋼である場合には、同じ長さの鋼製ロッドと銅製ロッドを使
用することが慣例となっている。これらのロッドは垂直方向、部分的に同じ高さを以て液
体金属内に浸漬される。鋼製のロッドは溶鋼と接触して溶けるがスラグに対しては溶融し
ない。銅製のロッドはスラグと接触して溶融する。従って、２本のロッドを除去した後は
残った長さを比較することによりスラグの厚さを測定することができる。実際、スラグの
厚さは鋼製ロッド・銅製ロッド間の長さの差に相当する。
【０００７】
　しかしながら、これらの測定は手動で行われるものであり、制限的なものであることが
分かっている。何故なら、これらの作業は、別の作業には充分に対応できない作業者を必
要とするものでありし、実現し得る最高のモニタリングのためにはこれらの作業を定期的
実施しなければならないからである。さらに、実行される測定においても若干、不正確さ
のリスクがあり、これら測定の再現性に影響を及ぼしている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　このため、本発明の目的は、鋳造パラメータに基づいて粉末の種類の選択を最適化し、
かつインゴットモールドの円滑さ状態を定期的にチェックするために、スラグの厚さをチ
ェックすることを目的とした自動装置を提案することにより、これらの欠点の全て又はそ
の幾つかを克服することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　この目的のために、その最も広範な態様において、本発明の主題は、金属容器に含まれ
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た液体金属の表面上のスラグの厚さを自動的に測定することを目的とした装置であり、そ
の装置は、
　導電性材料から形成されかつスラグの温度での熱の影響下で消失され得るワイヤであっ
て、前記スラグ中に浸漬されることを目的とした自由端を有するワイヤ、
　予め定められた軌道に従ってワイヤの自由端がスラグ中に垂直に浸漬するように、ワイ
ヤを変位させることができるワイヤの送り手段、
　ワイヤが前記送り手段の作用の下で変位した際、予め定められた２つの事象間のある時
間間隔中にワイヤの前記自由端の移動距離を測定することができる測定手段、及び
　前記送り手段を制御する手段であって、自由端と液体金属の表面の間の接触を検出でき
る検出手段を有する制御手段を有する。
【００１０】
　本発明の文脈において、“ワイヤ”という用語はその最も広い意味で理解されるべきで
あって、即ちそれは比較的長い物体（その断面が長さよりもかなり小さい）のことであり
、その柔軟性により、例えばリールに巻き付けることができるものと理解されるべきであ
る。従って、用語“ワイヤ”は、ワイヤ、フィラメント、コード、より糸、テープ、スト
リップなどを含んでいる。さらに本発明の文脈において、“スラグの温度での熱の影響下
で消失し得る材料”の概念は、例えば融解、昇華、蒸発、燃焼、揮発などによって消失さ
れ得る材料に相当する。
【００１１】
　従って、一実施形態によれば、本発明はインゴットモールドに含まれる液体金属の表面
にワイヤが到達するまでワイヤをスラグの中に自動的に浸漬させ、スラグ中に浸漬された
ワイヤの一部分が熱の影響下で消失するのに十分である所定の継続時間の間、ワイヤを適
所に保持し、次いでワイヤが液体金属の表面に到達するまでスラグ中に２回目の浸漬をす
ることを可能にする。測定手段により最後の浸漬時に巻き出されるワイヤの長さが計算さ
れる。この長さは熱の影響下で消失した、スラグ中に浸漬されたワイヤ部分に対応し、ひ
いてはスラグの厚さに対応する。
【００１２】
　本発明による装置の別の特徴によれば、測定手段は光符号器を有する。
【００１３】
　一実施形態によれば、装置は、前記ワイヤに電気的に結合したハウジングであって第１
電位にさらされるハウジングと、金属容器上に前記ハウジングを載置し得る支持手段であ
って前記ハウジングから電気絶縁されて前記第１電位とは異なる第２電位にさらされる支
持手段とを有し、前記支持手段が金属容器と接触した状態で前記ハウジングとワイヤと支
持手段は、自由端が液体金属から距離をおいて位置するような開き作動状態と、自由端が
液体金属と接触するような閉じ作動状態とを示す電気回路を形成し、さらに前記検出手段
はハウジングとワイヤと支持手段とによって形成される前記電気回路を有する。
【００１４】
　実際に、ワイヤの端部と支持手段は異なる電位にさらされる。支持手段がインゴットモ
ールドと接触した時（換言すれば、ハウジングがインゴットモールド上に載置された時）
、インゴットモールド（従来から例えば銅や鋼などの導電性材料からなる）と液体金属（
インゴットモールドに接触するため、これに電気的に結合される）は、支持手段と同じ電
位にさらされる。このため、ワイヤの自由端と液体金属との間には電位差が存在する。自
由端と液体金属との接触は短絡を発生させ、第１電位は第２電位と等しくなる。これによ
り、検出手段は自由端と液体金属の表面との間の接触を検出することが可能になり、制御
手段は、ワイヤの移動を停止してそれが液体金属中に浸漬するのを回避するために、送り
手段の停止を制御する。
【００１５】
　本発明による装置の別の特徴によれば、前記送り手段は、歯車モータであってその出力
軸が歯車モータによって回転駆動される送りローラに連結されるような歯車モータと、ワ
イヤが変位する際にワイヤを前記送りローラと接触した状態に保持できるワイヤのガイド
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手段とを有する。
【００１６】
　好ましくは前記ガイド手段は、自由に回転できかつ前記送りローラと同心円の円弧状に
配置される複数のローラを有する。
【００１７】
　一実施形態によれば、装置はワイヤを格納するための手段を有する。
【００１８】
　好ましくは、前記格納手段は前記ワイヤの少なくとも一部を巻き取るリールと、そのリ
ールに対してワイヤを押圧する手段とを有する。
【００１９】
　前記押圧手段は、リターン手段とスキッドを設けた旋回アームを有するかもしれず、前
記スキッドは前記リターン手段の影響下でリールに巻き取られたワイヤと接触する目的を
持つ。
【００２０】
　本発明による装置のさらに別の特徴によれば、装置は、前記格納手段と前記送り手段と
の間に位置するワイヤの軌道の地点においてワイヤの有無を検出するための手段を有する
。
【００２１】
　この特徴は、送り手段の上流側にワイヤがないことの検出し、それによって装置に新し
いワイヤを適合させる必要性の推定を可能にするという利点をもたらす。上流および下流
は、本ケースの場合、ワイヤをスラグ中に浸漬するために変位させる時のワイヤ変位方向
に関連して定義される。
【００２２】
　好ましくは、装置は、ワイヤが通過することを目的とした出口を設けたガイドアームを
有し、そのガイドアームは、ワイヤを液体金属に垂直方向に浸漬させるために液体金属の
直上へとワイヤを導くことを可能にする。
【００２３】
　一実施形態によれば、ワイヤの溶融温度は８５０℃と１２００℃の間であり、例えば銅
又は真鍮を含む材料からなる。
【００２４】
　液体金属が溶鋼である場合、銅がスラグ中に溶け込み、それが結局のところスラグ厚さ
の測定を可能にする。さらに銅は導電性であり、そのことはワイヤが連続的に導通状態に
あるという事実からは好ましいことである。
【００２５】
　ここまで説明した装置では、スラグ厚さを測定するためにスラグ中に二度ワイヤの自由
端を浸漬する必要があり、それは結果的に、スラグの層厚さの２倍に相当する長さ分のワ
イヤがスラグの中に注入されることになる。場合によっては、鋳鋼の化学的純度がそれほ
ど高くあるようものならそのような汚濁は是認されない。
【００２６】
　さらに好ましい実施形態として、この汚濁を半減させることができる実施形態によれば
、送り手段を制御する手段は、ワイヤの軌道の所定の地点で、自由端の通過とワイヤの有
無を検出することができる追加の検出手段を有する。
【００２７】
　好ましくは、追加の検出手段は前記ガイドアームの内側に配置され、前記測定手段は前
記第２検出手段の上流側に位置する。
【００２８】
　従って、本実施形態によれば、本発明は、ワイヤがインゴットモールド内に含まれる液
体金属の表面に到達するまでスラグの中に自動的にワイヤを浸漬し、スラグ中に浸漬され
たワイヤの一部分が熱の影響下で消失するほど十分な所定の持続時間の間、ワイヤを適所
に保持し、その後ワイヤを除去することを可能にする。測定手段のおかげで、スラグに向
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かうワイヤ変位における自由端の移動距離と、ワイヤが引き出される際の自由端の移動距
離とが計算される。ワイヤがスラグ中に浸漬した時、スラグに浸漬されたワイヤの一部分
が溶けたため、計算された距離間の差がスラグの厚さに対応する。
【００２９】
　好ましくは、追加の検出手段は、励振コイルと、該励振コイルに電磁気的に結合した２
つの受信コイルとを有し、前記励振コイルと２つの受信コイルはワイヤを通すように形成
され、以て前記受信コイルに誘起された電圧を測定することにより前記自由端の通過を検
知でき、励振コイルのインピーダンスを測定することによりワイヤの有無を検出できるよ
うになっている。
【００３０】
　このように、ワイヤが再び上昇した際、追加の検出手段はワイヤの軌道の所定地点での
ワイヤの自由端の通過と、第２検出手段におけるワイヤの有無とを検出する。その結果、
制御手段は、ワイヤの移動を停止するために送り手段の停止を制御する。
【００３１】
　好ましくは、追加の検出手段は前記ガイドアームの内側に配置され、前記測定手段は前
記追加の検出手段の上流側に位置する。
【００３２】
　また、本発明の主題は、液体金属を受容することができる鋳造空間を画成する側壁を備
えたインゴットモールドを有する鋳造機械であって、該鋳造機械は又、上述した特徴を有
することを特徴とする鋳造機械にある。
【００３３】
　また、以下の請求項に記載されるように、本発明の目的は、金属容器内に含まれる液体
金属の表面上のスラグの厚さを測定するための方法を提供することにある。
【００３４】
　本発明のこれらの特徴やその他は、添付図面を参照することで、非限定的な例として与
えられた特定の実施形態の以下の説明から明らかとなる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の特定実施形態による鋳造機械の部分的かつ概略的断面図である。
【図２】特定実施形態によるスラグ厚自動測定装置の、上方からの斜視図である。
【図３】ハウジング上部が除去された状態の、特定実施形態によるスラグ厚自動測定装置
の斜視図である。
【図４】特定実施形態によるスラグ厚自動測定装置の、上方からの部分的分解斜視図であ
る。
【図５】特定実施形態によるスラグ厚自動測定装置の追加の検出手段の概略的断面図であ
る。
【図６】特定実施形態によるスラグ厚自動測定装置の斜視図である。
【図７】ハウジングの一部が除去された状態の、本発明の特定実施形態によるスラグ厚自
動測定装置の平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　図１にその一部を示した鋳造機械１は、特に連続鋳造タイプの金属容器、ここではイン
ゴットモールド２と、図１～４、６及び７に示した装置１０とを有し、その装置は、イン
ゴットモールド２に含まれる液体金属４（例えば液体鋼）の表面上で、粉末状態の鋳造粉
３０を溶かすことで得られたスラグ３の厚さの自動測定を可能にするものである。従来、
インゴットモールド２は、液体金属４を受容するための鋳造空間７を画成する上壁５及び
少なく１つの側壁６と、インゴットモールド２の側壁６を冷却するため、例えば水のよう
な冷却液９を含むための冷却室８とを有する。冷却室８は、一般に鋳造空間７の周囲に配
置される。側壁６は通常、銅のような熱伝導性材料で作られる。装置１０はインゴットモ
ールド２の上壁５の上に設置されることが好ましい。
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【００３７】
　図２に示した、スラグ３の厚さを測定する装置１０は、ハウジング１１と、ハウジング
１１を支持することができる３本の脚１２のような、ハウジング１１を支持するための手
段とを有する。装置１０は又、ワイヤ１３を有する。ワイヤ１３は銅や真鍮からなること
が好ましい。その直径は１．５ｍｍであっても良い。ワイヤ１３にはスラグ３に浸漬する
ための自由端１４がある。
【００３８】
　装置１０は、ワイヤ１３の自由端１４がスラグ３内に垂直方向に浸漬するように、それ
を所定の軌道にしたがって変位させることができるワイヤ１３送り手段を有する。図３に
示すように、送り手段は歯車モータ１６の出力軸のよって回転駆動される送りローラ１５
を有する。歯車モータ１６の出力軸の回転方向により、ワイヤ１３の自由端１４は、液体
金属４に向かって導かれるか、或いはそこから離反移動される。ワイヤ１３の変位速度は
、 １５０ｍｍ／秒程度であるかもしれない。
【００３９】
　送り手段は又、ワイヤ１３をガイドして送りローラ１５によるワイヤ保持を可能ならし
める案内手段を有する。図３の例では、これらの案内手段はハウジング１１上で回転する
ように取り付けられた複数のローラ１７を有する。ローラ１７は、送りローラ１５に対し
同心円となる円弧状に配置される。
【００４０】
　液体金属４の直上にワイヤを配置するため、ハウジング１１に固定された中空ガイドア
ーム１８は、ハウジング１１外側へのワイヤ１３を案内し続けるのを可能にする。ガイド
アーム１８は、液体金属４に近いために高温となるガイドアーム１８内要素を冷却するた
めに、ガイドアーム１８内部に空気や窒素などの冷却剤を通過させる穴１８ａを有するこ
とが好ましい。ガイドアーム１８の長さは３０ｃｍ～１ｍメートルとすることができる。
図３では、ガイドアーム１８は透明なものとして示されている。
【００４１】
　装置１０は又、その軌道の所定地点からの変位において自由端１４によって賄われた距
離を測定できる手段を有する。測定手段は光符号器１９を有する。図４に示すように、光
符号器１９はハウジング１１の下面に固定されている。異なる形の実施形態では、光符号
器１９はガイドアーム１８と送りローラ１５との間に配置される。従来は、光符号器１９
は、図６及び図７に示したように、その一部がワイヤ１３の軌道の所定地点の高さに配置
された自由回転のホイール２７を有しており、そのホイール２７は変位するワイヤ１３に
よって回転駆動される。自由回転状態に取り付けられるローラはこのホイール２７近傍に
配置されてワイヤをホイール２７に対して圧迫保持する。カウンタにより、ワイヤ１３が
変位している間のホイール２７の角度移動を決定することができる。ホイール２７の直径
は既知であるために、そこからワイヤ１３によって賄われた距離を推定することができる
。
【００４２】
　装置１０は歯車モータ１６の作動を制御するための制御手段を有しており、これにより
スラグ３の厚さを自動測定することが可能になる。この目的のため制御手段は、自由端１
４と液体金属４の表面の接触を検出できる検出手段と、ワイヤ１３の有無を検知できると
共に、その軌道の所定地点を自由端１４が通過したか否かを検知できる、もう１つの検出
手段とを有する。
【００４３】
　検出手段は、図１に示したように、特にハウジング１１、ワイヤ１３及び脚１２により
形成される電気回路を有する。事実、ハウジング１１は電気的に第１電位Ｖ１にさらされ
る。ワイヤ１３はハウジング１１に電気的に結合されているため、ワイヤ１３の電位も又
、この第１電位Ｖ１となる。さらに、脚１２はハウジング１１から電気的に絶縁されてい
るため第２電位Ｖ２にさらされる。装置１０が脚１２を介してインゴットモールド２上に
載置されている時、 電気回路がインゴットモールド２によって完成され、同モールドは



(9) JP 5960805 B2 2016.8.2

10

20

30

40

50

脚１２との接触により第２電位Ｖ２にさらされ、インゴットモールド２内に含まれる液体
金属４によって、それも又、このせいで第２電位Ｖ２にさらされる。第１電位Ｖ１と第２
電位Ｖ２は異なる。電気回路の作動を以下に説明する。
【００４４】
　追加検出手段は、励振コイル２０と、この励振コイル２０に電磁気的に結合した２つの
受信コイル２１とを有する。図５に示した励振コイル２０と受信コイル２１はワイヤ１３
が通過するようになっている。
【００４５】
　励振コイル２０は受信コイル２１間に配置されるように構成される。励振コイル２０と
受信コイル２１からなるアセンブリ２６は、ハウジング１１の外側にあって好ましくはガ
イドアーム１８内にあり、光符号器１９よりも下流側のワイヤ１３の軌道上に設置される
。励振コイル２０は電源（図示せず）に連結されることで、励振コイル２０は受信コイル
２１を通過する電磁場を発生することができる。各受信コイル２１の配置構造及び夫々の
寸法は、励振コイル２０によって発生され各受信コイル２１を通過する磁束が、励振コイ
ル２０の内側にあるワイヤ１３が変位することによって生じる如何なる外乱のない状態で
同じになるように形成されている。追加の検出手段は又、受信コイル２１に誘起される電
圧差の関数として自由端１４の通過を推定すると共に、励振コイル２０のインピーダンス
測定によって励振コイル２０内にワイヤ１３が存在するか否かを推定するように設計され
た計算ユニットと連携する。
【００４６】
　制御手段は、第１及び第２検出手段から提供された情報に従って、歯車モータ１６の作
動を管理することができかつ上述した計算ユニットを有する遠隔処理エレクトロニクス（
図示せず）と連携し、計算ユニットは又、光符号器１９によって供給された情報に基づく
変位の内、自由端部１４によってまかなわれる距離を計算することができる。
【００４７】
　装置１０は又、ハウジング１１の内側にワイヤ１３を格納する、例えばリール２２のよ
うな手段を有しても良い。リール２２は、ハウジング１１上で自由に回転するように据え
付けられる。ワイヤ１３は少なくとも部分的にリール２２上に巻き付けられる。ワイヤを
スラグ３中に浸漬するために、送りローラ１５を介して歯車モータ１６がワイヤ１３を変
位させる際には、同ワイヤはリール２２から巻き出される。リール２２上に巻き付けられ
たワイヤ１３の一部がリールと永久接触状態にあるのを保持するために、ハウジング１１
上で旋回するように据え付けられ、例えば牽引バネ２９のようなリターン手段を備えたア
ーム２３とスキッド２４を設けるようにしても良い。図３から明らかなように、スキッド
はアーム２３の端部上で旋回すると共に、リール２２に巻き付けられたワイヤ１３の一部
にもたれかかるように取り付けられる。
【００４８】
　好ましくは、ワイヤ１３の有無を検出するための手段は送りローラ１５とリール２２の
間に配置される。これらの検出手段は、例えば接触子２５を有する。このようにすること
で、ワイヤ１３の全てが巻き出されてリール２２が空になった際には、接触子２５によっ
てワイヤ１３の末端通過を検出することが可能となる。これにより、既にその大部分が消
費された状態のワイヤ１３を新品ワイヤ１３と交換しなければならない時期を知ることが
可能となる。
【００４９】
　図３から分かるように、装置１０はワイヤ１３の軌道を決めることが可能なガイド部材
２８ａ、２８ｂ及び２８ｃを有しても良い。特に、ガイド部材２８ａはワイヤ１３がスラ
グ３に対して垂直方向に浸漬することを確実にすることができる。
【００５０】
　以上説明した装置１０は以下のように作動する。
【００５１】
　例として与えられた初期設定では、ワイヤ１３の自由端１４は、励振コイル２０と送り



(10) JP 5960805 B2 2016.8.2

10

20

30

40

50

ローラースケート１５の間に配置される。制御手段は、理想では定期的にスラグ３の厚さ
を測定するサイクルを開始する。この目的を達成するために、歯車モータ１６はリール２
２に部分的に巻き付けられたワイヤ１３を巻き出すように送りローラ１５を回転駆動する
。これは又、特にガイドアーム１８の内側で自由端１４を励振コイル２０に向けて変位さ
せる効果を有する。自由端１４が励振コイル２０の中央に達した時、同コイルは測定パラ
メータリセットの引き金を引く。ワイヤ１３が変位することで光符号器１９のホイール２
７が回転駆動される。一旦パラメータがリセットされたならば、換言すれば自由端が励振
コイル２０の中間に達したならば、自由端１４によって賄われた距離は、光符号器１９の
ホイール２７の角度移動分により計算される。ガイドアーム１８の外に出たならば、自由
端１４は、スラグ３内に垂直に浸漬するように湾曲したガイド部材２８ａによって案内さ
れる。
【００５２】
　ワイヤ１３の自由端１４は連続して活性状態にあり、ハウジング１１を介して電位Ｖ１
の状態にある。液体金属の表面は、インゴットモールド２及びそのインゴットモールド２
に接触した脚１２を介して第２電位Ｖ２の状態にある。このため、自由端１４が液体金属
４から距離を隔てて位置している時は、ハウジング１１、ワイヤ１２、液体金属４、イン
ゴットモールド２及び脚１２から形成される電気回路は開いた状態にある。
【００５３】
　スラグ３は電気的に絶縁性であるため、自由端１４がスラグ３中に浸漬した時には電気
回路は開いたままの状態である。片や、自由端１４が液体金属４の表面と接触した状態に
達すると直ぐに電気回路が閉じられる。第１電位Ｖ１は第２電位Ｖ２と等しくなる。この
信号は、プロセシング・エレクトロニクスによって、自由端１４と液体金属４表面とが接
触したことの検出を可能にする。この結果、制御手段は歯車モータ１６の停止を制御する
。しかしながら若干の機械的慣性のため、ワイヤ１３は歯車モータ１６を停止する命令の
直後でも僅かにその移動を継続しがちである。従って、それでもなおワイヤ１３の一部が
液体金属４に浸漬する。これを加味しないと、スラグ３の厚さの測定はゆがめられたもの
になる可能性がある。又、自由端が液体金属４の表面に接触した瞬間から、それが完全に
不動状態となる瞬間までの自由端１４の移動距離は、とりわけ光符号器１９があることに
よって決定される。この距離は、その後スラグ３の厚さを計算する際に加味されることに
なる。
【００５４】
　一旦、ワイヤ１３がこの位置で動かなくなれば、光符号器１９のホイール２７は回転を
止める。
【００５５】
　例えば１～２秒の時間遅延がこの位置でワイヤ１３を保持するのにかかり、スラグ３に
浸漬したワイヤの一部は溶ける。このようにしてワイヤ１３のこの部分の溶融後は、自由
端１４はスラグ３の上面と同じ高さ位置となる。
【００５６】
　一旦この時間が経過すると、制御手段は歯車モータ１６を再始動させ、送りローラ１５
を介して先の変位方向とは逆の方向にワイヤ１３を変位駆動させる。その後、自由端１４
はスラグ３から離れ、ガイドアーム１８の出口１８ｂに向かって変位する。変位すること
により、ワイヤ１３は光符号器１９のホイール２７を再び回転させるが、この時は別の方
向となる。ホイール２７の角度移動により、スラグから励振コイル２０の中間を通過する
までの自由端部１４の移動距離を計算することが可能となる。自由端１４が追加の検出手
段によって検出された後は、制御手段が歯車モータ１６の停止を制御する。このようにし
てワイヤ１３が不動状態となる。
【００５７】
　スラグ３においてワイヤ１３の一部が溶けることにより、ワイヤ１３は測定サイクルの
過程で短縮されたことになる。その結果として光符号器１９のホイール２７によって達成
された角度移動に差が生じる。ホイール２７の直径は既知であるため、角度移動における
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この差は、液体金属４の表面との接触前後における自由端１４の移動距離の差に対応する
長さに等しい。この差はワイヤ１３の短縮化によるものである。このため、それは（液体
金属４に浸漬し、溶融したワイヤ１３の長さ分を加味した時点での）スラグ３の厚さに対
応する。
【００５８】
　このようにして、本発明はインゴットモールド２に含まれる液体金属４の表面上にある
スラグ３の厚さを自動的かつ定期的に測定可能にする。
【００５９】
　明らかに、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、この実施形態はあく
まで例として与えられたものである。多少なりとも本発明の枠組みから逸脱することなく
、特に装置１０を構成する様々な要素の構造の観点から、或いは技術的等価物で代用する
ことにより、改良がさらに可能である。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図７】
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